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パラオ共和国コロール州の脱炭素とコ・ベネフィットの促進を図る技術導入 

および施策の構築支援業務 

 

１ 実施者 ：北九州市 

㈱EVモーターズ・ジャパン 

アミタ㈱ 

㈱クアンド 

㈱ATGREEN 

 

２ 事業概要 

 パラオ共和国コロール州との都市間連携事業のもと、再エネ導入を促進する方策と

して、太陽光発電を活用した EV 車両を導入させることで化石燃料使用量を抑制した

輸送モデルの事業実現可能調査・検討と併せて、過去調査にて確認された JCM設備補

助事業に繋がる省エネ・再エネ設備導入ニーズのフォローアップを行う。また、コロ

ール州の官公庁舎における温室効果ガス排出量調査を実施し、脱炭素化へ向けた施策

の検討・支援を行う。 

 

３ パラオ共和国コロール州について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EVバス等商用車

先行プロジェクト

PV＋蓄電池+給電設備
(新設検討)

対象分別廃棄物

家庭系ごみ(計画7t/日)
事業系ごみ(計画3.9t/日)

廃棄物分別施設
(屋根等にPV設置)

メタン発酵施設

ガラス工房

発酵原料
(下水汚泥+廃油)

観光客

分別後の廃ガラス供給

EV収集運搬車

EV移動車両

PV＋蓄電池+給電設備
(既設活用or新設検討)

③現地省エネや再エネ導入案件へのフォローアップ

②廃棄物収集運搬分野EV車両導入プロジェクト①観光EV車両導入プロジェクト

①コロール州官公庁舎のGHG排出量推計の実施

北九州市 パラオ共和国コロール州

施策検討

エネルギー利用状況と排出状況の把握
・現状のGHG排出量把握(公共施設)
・公共施設におけるGHG排出量削減ポイントの検討
⇒公共施設の脱炭素化に向けた前提整理と検討を実施する

技術導入検討

現状
・電力/熱エネルギーは殆どが外部調達

コロール州公共施設
(本庁舎、リサイクルセンター等)

系統電力利用
(PPUC)

化石燃料利用
(ガソリン・軽油・重油等)

現地ホテル等を中心とした設備更新に合わせた省エネ・再エネ案件への
フォローアップ実施

省エネ＋再エネ

①・②のEV車両・
設備にかかるリモート
メンテナンス導入
可能性を調査

【パラオ共和国】 

・首都：マルキョク（2006年コロールから遷都） 

・人口：18,092人 （2020年、世界銀行調べ） 

・面積：488km2 

・観光立国であり、2015年には観光客総数が

161,931 人に達した。（内，日本人観光客数は

31,016 人。） 

【コロール州】 

・総人口の 7割が居住する経済、文化の中心 


